
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＪＲ東日本労働組合 

発責 組織情宣部 

2023年 12月 20日 №700 

 

 

ＪＲ東日本は4月28日

に「2020 年度期末決算」

を発表しました。単体決

算では新型コロナウイル

スの影響を受けて営業収

益（11,841 億円／対前年

△8,769 億円）、運輸収入

（9,543 億円／同△8,385

億円）が 2 期連続の減収、

かつ過去最低を記録。期

末決算としては初めて営

業損失（△4,785 億円）、

経常損失（△5,177 億円）、

当期純損失（△5,066 億

円）を計上しました。 

期末決算の発表を受

け、各マスコミは「ＪＲ

東日本 民営化後 初の赤

字」「ＪＲ東日本、21 年 3

月期は5,779億円の赤字」

など、センセーショナル

な見出しで報じていま

す。 

 

 

 

会社は同時に「変革の

スピードアップのための

投資計画」（2021 年度設

備投資計画）を発表しま

した。「変革 2027」の早

期実現に向けて、収益力

向上に資する成長投資を

積極的に実施していくほ

か、業務改革などに資す

る充填枠投資を着実に実

施するとしています。 

 

＜連結＞ 2021年度計画 2020年度実績  ＜単体＞ 2021年度計画 2020年度実績 

輸送サービス 4,240億円 4,516億円  合 計 5,510億円 5,348億円 

新賃金・夏季手当について 
 

 「変革 2027」においては、「社員・家族の幸福の実現」を図るた

め、経営のトッププライオリティである「安全」をしっかり堅持す

る中で社員一人ひとりが自らの創意と発意により新たなチャレンジ

をすることで、構造改革をさらに加速させ、生産性向上、持続的な

成長により、労働条件の向上や職場環境の改善、健康経営の推進な

どの総合的な処遇改善につなげていき、それが次の働きがいを生み

出していくという成長の好循環を創出することを目指している。 

 

 夏季手当については、前年度下期の業績を踏まえ議論してきたこ

とから、年度末に新賃金と一緒に検討することは一定の合理性があ

り、これにより年収ベースでの見通しが一定程度立つことによって

社員が計画的な生活設計を立てられるようにすることは社員一人ひ

とりの働きがいの向上へとつながるものであることから、今後は新

賃金と夏季手当を同時に検討することとする。 

 

 なお、年末手当については、従前のとおり上期の業績を踏まえた

うえで、検討することとする。 


